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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第48期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益についてはストックオプションに係るプレミアムが生じていないた

め記載しておりません。また、第49期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については１株当たり中間純損失が計上さ

れているため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

４ 臨時従業員は主に介護関連事業に携わるパート職員であります。 

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

売上高 (千円) 1,267,493 1,320,632 1,485,064 2,396,496 2,664,984

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △14,923 △17,464 94,914 △71,673 38,898

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △30,777 △12,970 50,514 △47,371 52,697

純資産額 (千円) 2,649,534 2,617,948 2,719,704 2,632,438 2,685,557

総資産額 (千円) 4,471,036 4,311,735 4,119,689 4,353,571 4,028,713

１株当たり純資産額 (円) 668.91 661.06 686.23 664.59 678.14

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) △7.77 △3.27 12.75 △11.96 13.31

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 12.72 ― 13.26

自己資本比率 (％) 59.3 60.7 66.0 60.5 66.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △109,232 △47,100 69,125 △61,154 117,083

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △214,338 52,898 △30,316 △175,136 335,895

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 222,416 11,449 19,675 96,694 △393,724

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 51,869 30,678 131,174 13,429 72,686

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕 

(人) 
168 
〔327〕

139
〔260〕

129
〔250〕

149 
〔314〕

138
〔253〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第48期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益についてはストックオプションに係るプレミアムが生じていないた

め記載しておりません。また、第49期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については１株当たり中間純損失が計上さ

れているため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

４ 臨時従業員は主に介護関連事業に携わるパート職員であります。 

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

売上高 (千円) 1,267,493 1,320,467 1,485,064 2,396,496 2,664,692

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 16,983 △15,425 70,019 △34,358 18,384

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) 1,220 △10,841 31,807 △9,877 32,363

資本金 (千円) 395,950 395,950 395,950 395,950 395,950

発行済株式総数 (株) 4,020,000 4,020,000 4,020,000 4,020,000 4,020,000

純資産額 (千円) 2,684,405 2,660,445 2,721,031 2,672,806 2,705,591

総資産額 (千円) 4,512,134 4,349,403 4,108,267 4,391,838 4,056,759

１株当たり純資産額 (円) 677.71 671.80 686.57 674.78 683.20

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 0.31 △2.74 8.03 △2.49 8.17

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 8.01 ― 8.14

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― 5

自己資本比率 (％) 59.5 61.2 66.2 60.9 66.7

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕 

(人) 
164 
〔319〕

135
〔254〕

123
〔246〕

145 
〔311〕

133
〔245〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な関

係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(常用パートを除く。)であり、臨時雇用者数(人材会社からの派遣社員及び常用パートを含む。)は、

( )内に外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分ができない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 (注) 上記従業員のほか、臨時従業員が246人(主に介護事業に携わるパート職員)おります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に維持されており、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

函物及び機械設備関連事業 86 (26) 

介護関連事業 35 (221) 

全社(共通) 8  (3) 

合計 129 (250) 

従業員数(人) 123 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加を受けて穏やかな回復基調にて推

移するとともに、個人消費の回復傾向が幾分見受けられるものの、原油価格の高騰がさらに進むなどの不安要素

や、金利上昇不安が強まるなど、景気の先行き不透明感を払拭するに至らないまま推移いたしました。 

① 函物及び機械設備関連事業 

このような状況の下、当社は採算重視を念頭に置き、選別受注を志向し、利益確保を重視してまいりました。 

函物及び機械設備関連事業につきましては、売上高は確保できているものの利益確保は依然厳しい状況にあり

ます。その要因といたしまして、引き続き低価格化が進展していること、特に産業分野において海外製品の台頭

が顕著であり、以前は高い利益率を確保していた製品も軒並み利益率が低下している状況であります。さらに昨

年より継続している原油価格の高騰の煽りを受け、当社主要材料である鉄板の値上がりはもとより、塗装の焼付

乾燥に使用するプロパンガスの価格が１㎏あたり14円上昇しております。さらに塗料そのものについても価格が

アップしてきている状況です。しかし、このような要因に対し、コストアップ分を製品に転嫁させることは現在

の価格競争の基では非常に厳しいものがあります。 

当社としては、「単なるラックメーカー」からの脱却を図るべく積極的なトータル提案を強化・継続すること

で客先要望製品を提案し受注することを優先してきました。しかしながら、まだ主力製品である「19インチラッ

ク」に依存せざるをえない状況にあります。このため、高難度の付帯工事案件を積極的に請け負うことにより、

継続受注へとつなげ粗利を確保してまいりました。 

今後、さらなるトータル提案営業の推進により、情報漏洩の多発等によりデータ保全の重要性が認識される

中、セキュリティ関連製品を中心に受注を強化していきたいと考えております。 

一方、アーム関連につきましては、一部で価格崩壊も起こっており、引き続き低価格化が進んでおります。し

かしながら、当社としては販売先のターゲットを医療機器メーカーにはバルーンアーム・モービルワークスタン

ド・TVアームを、産業機器メーカーにはジョイントアーム・コブラアームを、さらに大型液晶モニターの需要が

高まってきている中、大型表示機分野においては、壁掛け金具・ダブルスタンドのようにより具体的にし、製品

力だけではなく販売流通経路を明確に構築することで、販売強化を図り利益確保に努めてまいりました。アーム

関連製品につきましては、売上高が半期ベースで初めて３億円の大台を達成いたしました。 

以上のように当社主力製品であるラックおよびアーム関連につきましては、競争激化の市場を勝ち抜くため

に、他社の真似できないオリジナリティある製品の開発、更なる販売市場の拡大、「提案型営業」の強化のため

各営業マンの顧客ニーズの把握能力と提案能力の向上が重要と考えております。 

以上の結果、函物及び機械設備関連事業の売上高は12億１千１百万円(前年同期比16.9％増)となりました。 

利益面においては低価格化・原油価格高騰による原材料の価格値上げ等の当社に与える影響は非常に大きかっ

たものの、合理化の継続・営業販売努力等により売上総利益４億２千８百万円(前年同期比27.8%増)、営業利益１

億１千７百万円(前年同期比421.6％増)を確保することができました。 



② 介護関連事業 

介護関連事業における在宅介護部門については、各サービスともに低調に推移いたしました。その要因として

は、営業活動がまだまだ不十分であり、その結果十分な顧客確保には至らず、減少傾向となりました。さらに当

社サービスの中では利益率の高かったヘルパー養成講座が、介護職員は将来介護福祉士を基本とするという厚生

労働省の指針により、受講生が激減した結果、講習を打ち切ったことに起因しております。また、顧客一人当た

りのサービス利用単価についても介護保険給付の抑制を目的とした介護保険制度の改正により、訪問介護と福祉

用具貸与サービスは減少傾向にあります。 

介護保険制度の改正に伴い、介護予防給付を見据えた予防教室・介護予防デイサービスセンターの開設等、介

護予防事業に参入を図っております。 

また、デイサービスにつきましては、平成18年３月末時点での月平均利用者数が15名を確保しており、日々問

い合わせや見学等があり口コミにより認知度も高まってきており、採算ベースを確保できる状況で推移しており

ます。 

上記のように様々な活動を開始しておりますものの、在宅介護部門の売上高は２億３百万円(前年同期比16.6％

減)と低迷いたしました。 

施設介護部門におけるグループホームについては、当中間連結会計期間においてはほぼ満室(27名)状態で推移

し、安定した売上を計上しております。今後も満室状態が継続されると予想されます。その結果、施設介護部門

における売上高は７千万円(前年同期比71.8％増)となりました。 

以上の述く、介護関連事業(在宅介護部門及び施設介護部門)の売上高は２億７千３百万円(前年同期比3.9％減)

となりました。 

また、利益面においては施設介護部門におけるグループホームの安定した入居者の確保並びにデイサービスに

おける利用者の確保はあったものの、在宅介護部門が全般的に低迷したことにより売上総利益５千４百万円(前年

同期比14.4％増)、営業損失１千１百万円(前年同期は３千１百万円の損失)と低調に推移いたしました。 

以上のように、函物及び機械設備関連事業並びに介護関連事業の売上高合計は、14億８千５百万円(前年同期比

12.5％増)となりました。 

利益面においては、介護関連事業は低調であったものの函物及び機械設備関連事業においてカバーしたため売

上総利益４億８千１百万円(前年同期比26.2％増)、営業利益９千８百万円(前年同期比１億１千万円増)、経常利

益９千４百万円(前年同期比１億１千２百万円増)となりました。 

一方、中間純利益につきましては、特別利益として投資有価証券償還益１千３百万円等、特別損失として減損

損失１千４百万円等を計上した結果、税金等調整前中間純利益は９千３百万円となり、法人税等を４千３百万円

計上したことから、中間純利益は５千万円となりました。 

  



(2) 事業別の状況 

(函物及び機械設備関連事業) 

1) 函物部門 

① 通信関連 

当社の函物部門の主力製品である「19インチラック」の売上高は、相変わらず引き合い件数は多いものの低

価格化の煽りを受けたことにより、３億５千４百万円(前年同期比12.0％減)となりました。 

一方、公共機関向けの展開物件を受注できたこと、さらに「アーム関連」について販売流通経路を明確に構

築することにより、低価格化の影響はあったものの大量受注が可能となり売上高は３億３千４百万円(前年同期

比50.9％増)と大幅な増収傾向となりました。 

以上のことから「アーム関連製品」が好調だったこともあり、通信関連の売上高は10億２千２百万円(前年同

期比22.6％増)となりました。 

② 磁気テープ関連 

官公庁及び金融機関向けCMT主体のシステムから、サーバー系システムにとってかわった影響を受け、売上高

は５千５百万円(前年同期比19.7％減)となりました。 

③ 集積回路関連 

競合他社による新製品が市場に出回り、当社製品の販売展開ができなかったこと、またICパッケージの技術

革新等の影響により、売上高は２千９百万円(前年同期比37.4％減)となり大幅に落ち込みました。 

2) 機械設備部門 

半導体向け棚、液晶向け棚、自動倉庫等の販売活動を強化したものの、大口案件のうち上期にて予定していた

試作品の売上が下期に伸びてしまったことから、売上高は３千３百万円(前年同期比43.6％減)となりました。 

  

(介護関連事業) 

1) 在宅介護部門 

サービスごとの実績は以下の通りであります。 

① 居宅介護支援サービス 

居宅介護支援サービスにおいては、営業力が弱く新規ケアプラン獲得が計画通りに行かなかったとから、売

上高は１千７百万円(前年同期比1.8％減)となりました。 

② 訪問介護サービス 

訪問介護サービスにおいては、顧客数の減少によるサービス利用量の減少に歯止めがかからず、営業展開に

よる顧客獲得の努力不足のため、売上高は９千３百万円(前年同期比19.1％減)となりました。 

③ 訪問入浴サービス 

訪問入浴サービスにおいては、競合となるデイサービスセンターの増加の影響もあり、売上高は３千９百万

円(前年同期比9.8％減)となりました。 

④ 福祉用具貸与サービス 

福祉用具貸与サービスにおいては、営業力不足および介護保険法の改正の影響により売上高は２千７百万円

(前年同期比15.4％減)となりました。 

⑤ 福祉用具販売サービス 

福祉用具販売サービスにおいては、介護予防教室のスペース確保のため従来の販売スペースを縮小した影響

もあり、売上高は６百万円(前年同期比13.2％減)となりました。 

⑥ ホームヘルパー２級養成研修サービス 

ホームヘルパー２級養成研修サービスにおいては、介護職員は将来的には介護福祉士を基本とするという厚

生労働省の指針により、受講生が激減したことから、平成17年12月生を最後に研修サービスの打ち切りを行な



った結果、売上高は６百万円(前年同期比75.8％減)となりました。 

⑦ デイサービス 

デイサービスにつきましては、平成17年８月のオープン後、平均利用者を毎月15名確保できる状況となり、

日々問い合わせや見学等が増えている状況となり、売上高は１千万円を確保することができました。 

2) 施設介護部門 

グループホーム 

グループホームにおいては、17年10月以降３ユニット全てが常時満室(27名)に近い状態を維持することによ

り安定した状況で推移しております。その結果、売上高は７千万円(前年同期比71.8％増)となりました。 

  



(3) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前中間純利益が９千３

百万円で売上債権の増加が９千万円ありましたが、たな卸資産の減少額１千３百万円等があったことにより、前連

結会計年度末に比べて５千８百万円増加し、当中間連結会計期間は、１億３千１百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、６千９百万円となりましたが、主に税金等調整前

中間純利益９千３百万円、減価償却費３千１百万円およびたな卸資産の減少額１千３百万円に対して、売上債権の

増加額９千万円等があったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、３千万円となりました。主に投資有価証券の売却

による収入１億円がありましたが、有形固定資産の取得による支出が１億２千１百万円あったこと等によるもので

あります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は、１千９百万円となりました。主に長期借入金の純

増加額が３千８百万円に対して、配当金支払が１千９百万円あったこと等によります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

(単位：千円) 

(注) １ 金額は製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前年同期比
(％) 

函物及び機械設備関連事業 
函物部門 

  

 通信関連 493,386 31.7

 磁気テープ関連 26,959 △13.5

 集積回路関連 14,058 △32.9

 その他 33,802 174.0

計 568,207 29.4

機械設備部門 16,145 △39.5

合計 584,352 25.5

介護関連事業 ― ―

総合計 584,352 25.5

区分 
受注高 
(千円) 

前年同期比
(％) 

受注残高
(千円) 

前年同期比 
(％) 

函物及び機械設備関連事業 
函物部門 

    

 通信関連 1,016,192 19.0 89,061 △0.2 

 磁気テープ関連 54,217 △23.3 4,866 △34.5 

 集積回路関連 27,875 △40.8 2,537 △49.1 

 その他 73,503 158.1 6,101 107.6 

計 1,171,789 17.1 102,567 △2.0 

機械設備部門 30,795 △48.0 2,914 △54.2 

合計 1,202,584 13.5 105,482 △5.0 

介護関連事業 ― ― ― ― 

総合計 1,202,584 13.5 105,482 △5.0 



(3) 販売実績 

(単位：千円) 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

  

区分 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前年同期比
(％) 

函物及び機械設備関連事業 
函物部門 

  

 通信関連 1,022,655 22.8

 磁気テープ関連 55,880 △19.4

 集積回路関連 29,139 △37.4

 その他 70,064 155.4

計 1,177,739 20.6

機械設備部門 33,465 △43.6

合計 1,211,204 16.9

介護関連事業 273,859 △3.9

総合計 1,485,064 12.5

相手先 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

東京都国民健康保険連合会 174,801 13.2 161,495 10.9 



３ 【対処すべき課題】 

当社は、平成17年10月１日に創立50周年を迎えました。今後当社が現在の激動する市場に対応し生き残っていくた

めには、提案・発想型メーカーとして自ら変革していかなければならないと考えます。 

そのためには、従来の商品群や市場に対する拡販やサポートに加えて、新規商材の企画・開発と市場投入及び新規

市場の創設、開拓が最も重要なポイントとなってきます。顧客のニーズにお応えし、満足していただける提案を行う

ためには、個々の案件をスピーディーに確実にこなしていかなければならないと考えております。 

また、介護関連事業においては、効率的な事業運営と共に営業力強化を図り早期に収益体質に転換しなくては、今

後益々厳しい環境が予想される介護業界では生き残れないと判断しております。 

さらに、今後は企業の内部統制システムの構築・運用がますます重要となってきております。当社は、内部管理体

制の強化と柔軟な組織体制の両立を目指し、企業価値を一層高めるために、コーポレート・ガバナンスの強化に努め

てまいります。 

以上のような課題を着実に実行するための人材の確保育成も必要であり、人材の能力開発を図るべく教育制度の充

実や一層のモチベーション向上に資する人事制度の構築を図るとともに有能な人材の積極的な登用も継続して行って

まいります。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は「情報通信サーバーと収納」のパイオニアとして高度な事業ノウハウと多彩なラインナップにより高度化・

多様化する情報管理ニーズに柔軟に対応できる製品の開発、さらに、需要が拡大する液晶ディスプレイ設置環境の最

適化を実現するため、アーム関連製品の開発に注力しております。また個人情報保護法に関するセキュリティ関連製

品についても引き続き開発を進めております。主な開発製品としましては、「昇降スタンド」「天吊金具・壁掛金

具」等であり、当中間連結会計期間における研究開発の総額は、１千２百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の計画について完了したものは、

次のとおりであります。 

前連結会計年度末に計画しておりました介護関連事業及び福利厚生施設の建物の取得については、平成18年２月

に完了しております。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,020,000 4,020,000
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 4,020,000 4,020,000 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成16年11月１日発行の新株予約権 

当社は平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

株主総会決議日(平成15年12月18日) 

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 53個 (注)１ 49個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 53,000株 49,000株

新株予約権の行使時の払込金額 220円 (注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年11月２日から
平成21年12月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価額  220円
資本組入額 110円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受け

た者(以下、「新株予約

権者」という。)は、権

利行使時においても、当

社の取締役もしくは従業

員の地位にあることを要

するものとする。ただ

し、新株予約権者が、定

年もしくは任期満了によ

る退任もしくは退職また

は会社都合によりこれら

の地位を失った場合はこ

の限りではない。 

(2) 新株予約権者が死亡した

場合は、相続を認めない

ものとする。 

(3) 新株予約権の譲渡、質入

れその他一切の処分は認

めないものとする。 

(4) その他の条件について

は、株主総会および取締

役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は、取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行日後、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整する。 

  ① 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は、これを切り上げる。 

  ② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の行使の

場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  

    なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものと

する。 

  ③ 当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて払込価額の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整

するものとする。 

  

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１

分割・併合の比率

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

       
時価

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年10月１日～ 
平成18年３月31日 

― 4,020,000 ― 395,950 ― 230,000

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

山 下 孝 行 東京都杉並区松庵１－２－８ 1,082 26.9

山 下 岳 英 東京都杉並区松庵１－18－17 1,081 26.9

山 下 ケイ子 東京都杉並区松庵１－２－８ 560 13.9

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 180 4.5

日本フォームサービス従業員 
持株会 

東京都江東区亀戸４－36－14 72 1.8

日本フォームサービス株式会社 東京都江東区亀戸４－36－14 56 1.4

野 口 信 宏 佐賀県佐賀市神野西１－６－13 52 1.3

林   哲 也 東京都新宿区内藤町１－７ 44 1.1

山 崎 俊 幸 東京都町田市南つくし野３－10－19 42 1.0

小椎八重 輝光 千葉県千葉市美浜区真砂３－18－３ 40 1.0

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 40 1.0

SMBCファイナンスサービス 
株式会社 

東京都港区新橋１－８－３ 40 1.0

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 40 1.0

計 ― 3,330 82.8



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式800株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  56,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

3,957,000 
3,957 ― 

単元未満株式 普通株式  7,000 ― ― 

発行済株式総数 4,020,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,957 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本フォームサービス 
株式会社 

東京都江戸川区平井六丁目
３番16号 

56,000 ― 56,000 1.4

計 ― 56,000 ― 56,000 1.4



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 428 430 380 450 450 387

最低(円) 284 311 349 359 350 355



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)及び当中間会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    50,430 142,126   81,637 

２ 受取手形及び売掛金    608,980 588,918   498,553 

３ たな卸資産    113,280 112,682   125,893 

４ その他    30,669 24,084   30,904 

貸倒引当金    △3,000 △3,100   △2,400 

流動資産合計    800,361 18.6 864,711 21.0   734,589 18.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 
※２ 
※３ 
※４ 

861,068   886,463 758,885   

(2) 土地 
※２ 
※３ 
※４ 

2,376,356   2,190,377 2,204,599   

(3) その他   88,535   88,797 152,564   

有形固定資産合計    3,325,961 3,165,638   3,116,048 

２ 無形固定資産    9,358 7,306   8,312 

３ 投資その他の資産    192,157 82,031   170,103 

貸倒引当金    △16,606 ―   △339 

投資その他の 
資産合計    175,551 82,031   169,763 

固定資産合計    3,510,871 81.4 3,254,977 79.0   3,294,124 81.8

Ⅲ 繰延資産    502 0.0 ― ―   ― ―

資産合計    4,311,735 100.0 4,119,689 100.0   4,028,713 100.0

           



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    96,796 149,012   140,418 

２ 短期借入金 ※２  429,505 235,000   235,000 

３ 一年内に返済の 
長期借入金 ※２  187,935 143,427   147,478 

４ 未払法人税等    5,273 52,144   27,839 

５ 賞与引当金    30,672 28,565   31,822 

６ その他    186,711 150,660   168,355 

流動負債合計    936,893 21.7 758,810 18.4   750,913 18.6

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  662,018 534,626   491,819 

２ 退職給付引当金    502 6,344   3,334 

３ 役員退職慰労引当金    88,797 94,628   91,713 

４ その他    5,575 5,575   5,375 

固定負債合計    756,892 17.6 641,174 15.6   592,242 14.7

負債合計    1,693,786 39.3 1,399,984 34.0   1,343,155 33.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    395,950 9.2 395,950 9.6   395,950 9.8

Ⅱ 資本剰余金    230,000 5.3 230,000 5.6   230,000 5.7

Ⅲ 利益剰余金    2,018,345 46.8 2,114,061 51.3   2,084,013 51.8

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    75 0.0 4,789 0.1   2,016 0.0

Ⅴ 自己株式    △26,421 △0.6 △25,095 △0.6   △26,421 △0.7

資本合計    2,617,948 60.7 2,719,704 66.0   2,685,557 66.7

負債及び資本合計    4,311,735 100.0 4,119,689 100.0   4,028,713 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,320,632 100.0 1,485,064 100.0   2,664,984 100.0

Ⅱ 売上原価    938,764 71.1 1,003,297 67.6   1,863,112 69.9

売上総利益    381,868 28.9 481,766 32.4   801,871 30.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  394,130 29.8 383,338 25.8   762,907 28.6

営業利益又は 
営業損失(△)    △12,262 △0.9 98,427 6.6   38,963 1.5

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   8   1 11   

２ 固定資産賃貸収入   1,171   1,171 2,342   

３ 社宅料   1,360   962 2,515   

４ 作業くず売却収入   1,913   1,286 3,455   

５ 雇用促進奨励金   1,700   ― ―   

６ 消費税等還付金   ―   ― 3,294   

７ その他   1,543 7,696 0.6 2,360 5,781 0.4 10,770 22,386 0.8

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   12,078   8,307 21,099   

２ その他   820 12,898 1.0 986 9,294 0.6 1,352 22,451 0.8

経常利益又は 
経常損失(△)    △17,464 △1.3 94,914 6.4   38,898 1.5

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券売却益   8,522   ― 8,522   

２ 固定資産売却益 ※２ ―   27,666 205,109   

３ 投資有価証券償還益   ― 8,522 0.6 13,000 40,666 2.7 ― 213,629 8.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※４ 1,099   ― 1,099   

２ 固定資産圧縮損 ※５ ―   27,666 164,055   

３ 減損損失 ※３ ―   14,221 ―   

４ 投資有価証券売却損   103 1,202 0.1 ― 41,888 2.8 103 165,258 6.2

税金等調整前中間 
(当期)純利益又は 
税金等調整前中間 
純損失(△) 

   △10,145 △0.8 93,693 6.3   87,269 3.3

法人税、住民税 
及び事業税   1,887   45,289 21,700   

法人税等調整額   938 2,825 0.2 △2,110 43,178 2.9 12,872 34,572 1.3

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    △12,970 △1.0 50,514 3.4   52,697 2.0

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   230,000 230,000   230,000

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  230,000 230,000   230,000

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,031,316 2,084,013   2,031,316

Ⅱ 利益剰余金増加高 
   中間(当期)純利益 

― ― 50,514 50,514 52,697 52,697

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 ― 19,801 ― 

２ 自己株式処分差損 ― 666 ― 

３ 中間純損失 12,970 12,970 ― 20,467 ― ―

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  2,018,345 2,114,061   2,084,013



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益又は税金等調整前 
中間純損失(△) 

 △10,145 93,693 87,269

２ 減価償却費  34,407 31,856 67,053

３ 退職給付引当金の増加額  502 3,010 3,334

４ 貸倒引当金の増加額 
又は減少額(△) 

 800 700 △16,066

５ 受取利息及び受取配当金  △76 △28 △6,602

６ 役員退職慰労引当金の 
増加額 

 2,940 2,915 5,856

７ 支払利息  12,078 8,307 21,099

８ 投資有価証券売却益  △8,522 ― △8,522

９ 投資有価証券売却損  103 ― 103

10 固定資産売却益  ― △27,666 △205,107

11 固定資産除却損  1,099 ― 1,099

12 固定資産圧縮損  ― 27,666 164,055

13 為替差損  △0 △3 △2

14 売上債権の増加額(△) 
又は減少額 

 △95,885 △90,364 14,541

15 たな卸資産の減少額  61,676 13,211 49,063

16 仕入債務の減少額(△) 
又は増加額 

 △55,116 8,594 △11,494

17 その他  22,924 26,497 △34,968

 小計  △33,213 98,388 130,712

18 利息及び配当金の受取額  76 28 6,602

19 利息の支払額  △12,078 △8,307 △21,099

20 法人税等の支払額  △1,884 △20,984 868

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △47,100 69,125 117,083

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の払戻による収入  58,023 8,800 60,825

２ 定期預金の預入による支出  △18,404 △10,800 △21,404

３ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △1,399 △121,562 △74,700

４ 有形固定資産 
の売却による収入 

 86 ― 86

５ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △610 △624 △1,223

６ 投資有価証券の売却による 
収入及び償還による収入 

 15,643 100,000 15,643

７ 収用による移転補償金収入  ― ― 349,292

８ その他  △440 △6,129 7,376

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 52,898 △30,316 335,895



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加額  117,002 ― △77,503

２ 長期借入れによる収入  ― 122,100 60,000

３ 長期借入金の返済による 
支出 

 △104,712 △83,344 △375,368

４ 自己株式の取得による支出  △192 ― △192

５ 自己株式の売却による収入  ― 660 ―

６ 配当金の支払額  △647 △19,740 △660

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 11,449 19,675 △393,724

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 0 3 2

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  17,248 58,488 59,256

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 13,429 72,686 13,429

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 30,678 131,174 72,686



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 連結範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

  主要な連結子会社の名称 

   フォービステクノ株式会社 

１ 連結範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

  主要な連結子会社の名称 

   フォービステクノ株式会社 

１ 連結範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

  主要な連結子会社の名称 

   フォービステクノ株式会社 

２ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と一致しております。 

２ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

２ 連結子会社の決算日等に関する

事項 

  連結子会社の決算日は連結決算

日と一致しております。 

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 ① たな卸資産 

   商品・製品・仕掛品・原材料 

    移動平均法による原価法 

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 ① たな卸資産 

   商品・製品・仕掛品・原材料 

同左 

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 ① たな卸資産 

   商品・製品・仕掛品・原材料 

同左 

 ② 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

 ② 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

 ② 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法 

   耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。また、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く。)については、定額法

によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

   定額法 

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)による定額法

によっております。 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

同左 



  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

   数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(７年)によ

る按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理してお

ります。 

 ③ 退職給付引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しておりま

す。 

   数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(７年)によ

る按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理してお

ります。 

  

 ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に備え

るため、会社内規に基づく中間

連結会計期間末要支給額を計上

しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に備え

るため、会社内規に基づく連結

会計年度末要支給額を計上して

おります。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

(5) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

(5) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

４ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

４ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

４ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



会計処理方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――― ＜固定資産の減損に係る会計基準＞ 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計審議会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。これにより税

金等調整前中間純利益が14,221千円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――― ――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する連結会計年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会実務対応

報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が5,000千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が5,000千円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(平成17年９月30日) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

  1,121,780千円

有形固定資産の減価償却累計額 

  1,136,575千円

有形固定資産の減価償却累計額 

1,105,724千円

※2 担保に供している資産及びこれに対

応する債務は、次の通りでありま

す。 

(イ) 担保に供している資産(中間

連結貸借対照表計上額) 

(ロ) 上記に対応する債務 

建物 282,988千円

土地 990,235千円

計 1,273,223千円

短期借入金 429,505千円

一年内に返済
予定の長期借
入金 

151,304千円

長期借入金 654,509千円

計 1,235,318千円

担保に供している資産及びこれに対

応する債務は、次の通りでありま

す。 

(イ) 担保に供している資産(中間

連結貸借対照表計上額) 

(ロ) 上記に対応する債務 

建物 188,623千円

土地 818,478千円

計 1,007,101千円

短期借入金 235,000千円

一年内に返済
予定の長期借
入金 

135,918千円

長期借入金 534,626千円

計 905,544千円

担保に供している資産及びこれに対

応する債務は、次の通りでありま

す。 

(イ) 担保に供している資産(連結

貸借対照表計上額) 

(ロ) 上記に対応する債務 

建物 202,114千円

土地 917,517千円

計 1,119,632千円

短期借入金 235,000千円

一年内に返済
予定の長期借
入金 

131,432千円

長期借入金 489,308千円

計 855,740千円

※3 ―――――― 圧縮記帳 

 前連結会計年度に取得した有形固

定資産について、日本公認会計士協

会監査第一委員会報告第43号「圧縮

記帳に関する監査上の取扱い」によ

り取得価額から控除した圧縮記帳額

は建物27,666千円であります。 

圧縮記帳 

 当連結会計年度に取得した有形固

定資産について、日本公認会計士協

会監査第一委員会報告第43号「圧縮

記帳に関する監査上の取扱い」によ

り取得価額から控除した圧縮記帳額

は建物65,016千円及び土地99,039千

円であります。 

※4 ―――――― 遊休資産として以下のものが含まれ

ております。 

建物 43,914千円

土地 99,507千円

計 143,422千円

―――――― 

 5 受取手形割引高 69,835千円 受取手形割引高 86,775千円 受取手形割引高 54,731千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

  

給与手当 89,332千円

賞与引当金繰入額 16,086千円

貸倒引当金繰入額 800千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

2,940千円

運賃 39,970千円

販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

  

給与手当 103,193千円

賞与引当金繰入額 9,654千円

貸倒引当金繰入額 700千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

2,915千円

運賃 43,024千円

販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

役員報酬 70,455千円

給与手当 200,712千円

賞与引当金繰入額 15,995千円

貸倒引当金繰入額 200千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

5,856千円

運賃 79,669千円

※2 ―――――― 固定資産売却益の内容は、次のとお

りであります。 

  
建物及び構築物 27,666千円

固定資産売却益の内容は、次のとお

りであります。 

収用による移転 

補償金収入 
349,292千円

固定資産除却額  

建物及び構築物 △15,698千円

土地 △72,717千円

撤去費用 △28,100千円

未決算特別勘定 △27,666千円

計 205,107千円

※3 ―――――― 当中間連結会計期間において、以下

の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。 

 当グループは管理会計上の区分に

基づくグルーピングを行なっており

ます。ただし、賃貸不動産及び遊休

資産については個別物件単位でグル

ーピングを行なっております。 

 上記の資産は遊休状態にあり、将

来の用途が定まっていないため、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額14,221千円を減損損失と

して特別損失に計上しております。

 なお、当資産の回収可能価額は正

味売却可能価額により測定してお

り、主に不動産鑑定士による鑑定評

価額に基づいて算定しております。

用途 場所 種類
減損損失
(千円) 

遊休資産 
神 奈 川
県 
藤沢市 

土地 5,134

遊休資産 千葉県
山武郡 土地 7,604

遊休資産 新潟県
湯沢町 土地 1,482

合計   14,221

―――――― 



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※4 固定資産除却損の内容は、次のとお

りであります。 

建物 937千円

その他 

(工具器具及び備品) 
161千円

計 1,099千円

―――――― 固定資産除却損の内容は、次のとお

りであります。 

建物 937千円

その他 

(工具器具及び備品) 
161千円

計 1,099千円

※5 ―――――― 固定資産圧縮損は、代替資産として

取得した資産の取得価額から直接減

額した価額であります。 

  
建物及び構築物 27,666千円

固定資産圧縮損は、代替資産として

取得した資産の取得価額から直接減

額した価額であります。 

土地 99,039千円

建物及び構築物 65,016千円

計 164,055千円



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成17年

３月31日現在) 

現金及び 
預金勘定 

50,430千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△19,752千円

現金及び 
現金同等物 

30,678千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成18年

３月31日現在) 

現金及び 
預金勘定 

142,126千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金 

△10,951千円

現金及び 
現金同等物 

131,174千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係(平成17年９月30日

現在) 

現金及び
預金勘定 

81,637千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△8,951千円

現金及び
現金同等物 

72,686千円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産及び無形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高
相当額 
(千円) 

その他 
 (機械及び 
 装置) 

152,960 44,255 108,705

その他 
 (車輌及び 
 運搬具) 

6,744 1,461 5,282

その他 
 (工具器具 
 備品) 

50,204 16,870 33,334

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

114,495 53,717 60,777

合計 324,403 116,303 208,099

      

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
同左 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末残高
相当額 
(千円) 

建物 3,662 839 2,823

その他 
 (機械及び 
 装置) 

178,886 57,627 121,258

その他 
 (車輌及び 
 運搬具) 

15,804 848 14,955

その他 
 (工具器具 
 備品) 

50,204 28,211 21,993

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

119,673 77,307 42,366

合計 368,230 164,833 203,396

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物 3,662 381 3,280

その他
 (機械及び
 装置) 

193,208 58,140 135,068

その他
 (車輌及び
 運搬具) 

6,744 1,535 5,208

その他
 (工具器具
 備品) 

50,204 22,541 27,663

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

119,673 65,339 54,333

合計 373,492 147,938 225,554

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産及び無形固定

資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

一年内 57,693千円

一年超 150,406千円

計 208,099千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

一年内 65,752千円

一年超 137,644千円

計 203,396千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。 

一年内 64,559千円

一年超 160,994千円

計 225,554千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 33,213千円

減価償却費相当額 33,213千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 32,753千円

減価償却費相当額 32,753千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 61,677千円

減価償却費相当額 61,677千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

2. オペレーティング・リース取引 

―――――― 

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年内 1,348千円

一年超 3,185千円

計 4,534千円

2. オペレーティング・リース取引 

―――――― 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 4,396 6,503 2,107

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 10,000 8,019 △1,980

計 14,396 14,523 126

種類 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

 優先出資証券 

  

100,000 

計 100,000 

種類 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 5,633 12,260 6,626

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 10,000 11,448 1,448

計 15,633 23,708 8,074



前連結会計年度末(平成17年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 5,009 8,757 3,743

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 10,000 9,655 △344

計 15,009 18,408 3,399

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

15,643 8,522 103

種類 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

 優先出資証券 

  

100,000 

計 100,000 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成16年10月１日 至平成17年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年10月１日 至平成18年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業の区分の方法 

  事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・商品及びサービス 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業の区分の方法 

  事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・商品及びサービス 

  

  
函物及び機械 
設備関連事業 
(千円) 

介護関連事業
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 1,035,723 284,909 1,320,632 ― 1,320,632

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 1,035,723 284,909 1,320,632 ― 1,320,632

営業費用 1,013,120 316,592 1,329,713 3,181 1,332,895

営業利益又は営業損失(△) 22,603 △31,683 △9,080 △3,181 △12,262

(1) 函物及び機械設備関連事業……… MT(磁気テープ)キャビネット・19インチラック・アーム・収納ロボ

ット 

(2) 介護関連事業……………………… 居宅介護支援・訪問介護・訪問入浴・福祉用具貸与及び販売・ホー

ムヘルパー養成講座 

  
函物及び機械 
設備関連事業 
(千円) 

介護関連事業
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 1,211,204 273,859 1,485,064 ― 1,485,064

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 1,211,204 273,859 1,485,064 ― 1,485,064

営業費用 1,093,305 285,658 1,378,963 7,673 1,386,636

営業利益又は営業損失(△) 117,899 △11,798 106,100 △7,673 98,427

(1) 函物及び機械設備関連事業……… MT(磁気テープ)キャビネット・19インチラック・アーム・収納ロボ

ット 

(2) 介護関連事業……………………… 居宅介護支援・訪問介護・訪問入浴・福祉用具貸与及び販売・ホー

ムヘルパー養成講座 



前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業の区分の方法 

  事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・商品及びサービス 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結

子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日)において、海外売上高がないため、該当事項

はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日)において、海外売上高がないため、該当事項

はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日)において、海外売上高がないため、該当事項はあ

りません。 

  

  
函物及び機械 
設備関連事業 
(千円) 

介護関連事業
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 2,087,741 577,242 2,664,984 ― 2,664,984

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 2,087,741 577,242 2,664,984 ― 2,664,984

営業費用 1,987,598 623,378 2,610,977 15,043 2,626,020

営業利益又は営業損失(△) 100,142 △46,135 54,006 △15,043 38,963

(1) 函物及び機械設備関連事業……… MT(磁気テープ)キャビネット・19インチラック・アーム・収納ロボ

ット 

(2) 介護関連事業……………………… 居宅介護支援・訪問介護・訪問入浴・福祉用具貸与及び販売・ホー

ムヘルパー養成講座 



(１株当たり情報) 
  

  

(注)１株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり純資産額 661.06円 686.23円 678.14円 

１株当たり中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

△3.27円 12.75円 13.31円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

―円 12.72円 13.26円 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額

については、１株当たり

中間純損失が計上されて

いるため記載しておりま

せん。 

    

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

中間連結損益計算書上の中間 

(当期)純利益 

又は中間純損失(△)(千円) 

△12,970 50,514 52,697 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)(千円) 

△12,970 50,514 52,697 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 3,960,657 3,960,771 3,960,446 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳(株) 

      

 新株予約権 ― 10,541 11,458 

  普通株式増加数(株) ― 10,541 11,458 

希薄化効果を有しないため潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

平成15年12月18日定時

株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権付与方式) 

普通株式 59,000株

――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

中間連結財務諸表提出会社は所有

する土地の一部を都市計画道路補助

第284・288号線(中央)整備事業に伴

う収用により以下のとおり、土地売

買及び物件移転補償契約を締結しま

した。 

上記資産の譲渡が平成17年９月30日

迄に行われた場合には、平成17年９

月期連結会計年度において約230百

万円を特別利益に計上する予定であ

ります。 

(1)譲渡先 江戸川区 

(2)譲渡資産 土地 

(3)譲渡金額 
349百万円(含物件

移転補償金) 

(4)契約締結日 平成17年３月25日 

(5)引渡期限 平成17年12月28日 

―――――― ―――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    48,944 87,036   63,702 

２ 受取手形    34,340 25,671   26,276 

３ 売掛金    574,607 563,247   472,024 

４ たな卸資産    108,152 106,012   124,999 

５ その他    28,426 29,489   30,841 

貸倒引当金    △3,000 △3,100   △2,400 

流動資産合計    791,471 18.2 808,357 19.7   715,444 17.6

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※１        

１ 建物 
※２ 
※３ 
※４ 

 859,651 885,208   757,554 

２ 機械及び装置    52,257 46,014   50,339 

３ 土地 
※２ 
※３ 
※４ 

 2,376,356 2,190,377   2,204,599 

４ その他    35,154 39,293   40,269 

５ 建設仮勘定    ― ―   60,800 

有形固定資産合計    3,323,420 3,160,894   3,113,562 

(2) 無形固定資産    9,358 7,306   8,312 

(3) 投資その他の資産    241,758 131,708   219,780 

貸倒引当金    △16,606 ―   △339 

投資その他の 
資産合計    225,152 131,708   219,440 

固定資産合計    3,557,932 81.8 3,299,910 80.3   3,341,315 82.4

資産合計    4,349,403 100.0 4,108,267 100.0   4,056,759 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    96,852 160,704   160,999 

２ 短期借入金 ※２  429,505 235,000   235,000 

３ 一年内に返済予定の 
長期借入金 ※２  187,935 143,427   147,478 

４ 未払法人税等    5,183 45,944   27,659 

５ 賞与引当金    30,672 27,449   30,902 

６ その他 ※６  181,916 133,536   156,886 

流動負債合計    932,065 21.4 746,061 18.2   758,925 18.7

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  662,018 534,626   491,819 

２ 退職給付引当金    502 6,344   3,334 

３ 役員退職慰労引当金    88,797 94,628   91,713 

４ 長期預り金    5,575 5,575   5,375 

固定負債合計    756,892 17.4 641,174 15.6   592,242 14.6

負債合計    1,688,957 38.8 1,387,236 33.8   1,351,167 33.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    395,950 9.1 395,950 9.6   395,950 9.8

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    230,000 230,000   230,000 

資本剰余金合計    230,000 5.3 230,000 5.6   230,000 5.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    38,000 38,000   38,000 

２ 任意積立金    483,811 482,574   483,811 

３ 中間(当期)未処分 
  利益    1,539,030 1,594,813   1,582,235 

利益剰余金合計    2,060,842 47.4 2,115,388 51.5   2,104,047 51.9

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    75 0.0 4,789 0.1   2,016 0.0

Ⅴ 自己株式    △26,421 △0.6 △25,095 △0.6   △26,421 △0.7

資本合計    2,660,445 61.2 2,721,031 66.2   2,705,591 66.7

負債及び資本合計    4,349,403 100.0 4,108,267 100.0   4,056,759 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,320,467 100.0 1,485,064 100.0   2,664,692 100.0

Ⅱ 売上原価    952,619 72.1 1,046,042 70.4   1,915,322 71.9

売上総利益    367,848 27.9 439,021 29.6   749,370 28.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    376,371 28.5 364,835 24.6   725,925 27.2

営業利益又は 
営業損失(△)    △8,523 △0.6 74,185 5.0   23,444 0.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  5,996 0.5 5,127 0.3   17,391 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  12,898 1.0 9,294 0.6   22,451 0.8

経常利益又は 
損失(△)    △15,425 △1.1 70,019 4.7   18,384 0.7

Ⅵ 特別利益 ※３  8,522 0.6 40,666 2.7   213,629 8.0

Ⅶ 特別損失 ※４  1,202 0.1 41,888 2.8   165,258 6.2

税引前中間 
(当期)純利益 
又は税引前中間 
(当期)純損失(△) 

   △8,106 △0.6 68,797 4.6   66,755 2.5

法人税、住民税 
及び事業税   1,797   39,100 21,520   

法人税等調整額   938 2,735 0.2 △2,110 36,989 2.5 12,872 34,392 1.3

中間(当期)純利益 
又は中間(当期) 
純損失(△) 

   △10,841 △0.8 31,807 2.1   32,363 1.2

自己株式処分差損    ― △666   ― 

前期繰越利益    1,549,872 1,563,671   1,549,872 

中間(当期) 
未処分利益    1,539,030 1,594,813   1,582,235 

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

  商品・製品・仕掛品・原材料 

   移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

  子会社株式 

  移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

  同左 

  

(2) 有価証券 

  子会社株式 

  同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  同左 

  

  

  

  時価のないもの 

  同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

  同左 

  

(2) 有価証券 

  子会社株式 

  同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

  同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。ま

た、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を除く。)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)による定額法によっ

ております。 

(2) 無形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

  同左 



  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

  数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定年数(７年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌期より費用処理

しております。 

(3) 退職給付引当金 

  同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

  数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(７年)による按分額を

それぞれ発生の翌期より費用処

理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金支給に備え

るため、会社内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金支給に備え

るため、会社内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

５ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

   税抜方式によっておりま

す。 

５ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

  同左 

５ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

  同左 



会計処理方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計審議会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。これにより税引前

中間純利益が14,221千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

―――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――― ――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が5,000千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が

5,000千円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  
前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度末 
(平成17年９月30日) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

1,120,395千円 

有形固定資産の減価償却累計額 

1,134,014千円

有形固定資産の減価償却累計額 

1,104,005千円

※2 担保に供している資産及びこれに対

応する債務は、次の通りでありま

す。 

(イ) 担保に供している資産(中間

貸借対照表計上額) 

(ロ) 上記に対応する債務 

建物 282,988千円

土地 990,235千円

計 1,273,223千円

短期借入金 429,505千円

一年内に返済
予定の長期借
入金 

151,304千円

長期借入金 654,509千円

計 1,235,318千円

担保に供している資産及びこれに対

応する債務は、次の通りでありま

す。 

(イ) 担保に供している資産(中間

貸借対照表計上額) 

(ロ) 上記に対応する債務 

建物 188,623千円

土地 818,478千円

計 1,007,101千円

短期借入金 235,000千円

一年内に返済
予定の長期借
入金 

135,918千円

長期借入金 534,626千円

計 905,544千円

担保に供している資産及びこれに対

応する債務は、次の通りでありま

す。 

(イ) 担保に供している資産(貸借

対照表計上額) 

(ロ) 上記に対応する債務 

建物 202,114千円

土地 917,517千円

計 1,119,632千円

短期借入金 235,000千円

一年内に返済
予定の長期借
入金 

131,432千円

長期借入金 489,308千円

計 855,740千円

※3 ――――― 圧縮記帳 

 前期に取得した有形固定資産につ

いて、日本公認会計士協会監査第一

委員会報告第43号「圧縮記帳に関す

る監査上の取扱い」により取得価額

から控除した圧縮記帳額は建物

27,666千円であります。 

圧縮記帳 

 当期に取得した有形固定資産につ

いて、日本公認会計士協会監査第一

委員会報告第43号「圧縮記帳に関す

る監査上の取扱い」により取得価額

から控除した圧縮記帳額は建物

65,016千円及び土地99,039千円であ

ります。 

※4 ――――― 遊休資産として以下のものが含まれ

ております。 

建物 43,914千円

土地 99,507千円

計 143,422千円

――――― 

 5 受取手形割引高 69,835千円 受取手形割引高 86,775千円 受取手形割引高 54,731千円

※6 消費税等に係る表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税は相

殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

消費税等に係る表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税は相

殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※1 営業外収益の主要項目 

  

受取利息 8千円

固定資産賃貸収入 1,171千円

営業外収益の主要項目 

受取利息 1千円

固定資産賃貸収入 1,171千円

作業屑売却収入 1,286千円

営業外収益の主要項目 

受取利息 11千円

固定資産賃貸収入 2,342千円

作業屑売却収入 3,455千円

※2 営業外費用の主要項目 

支払利息 12,078千円

営業外費用の主要項目 

支払利息 8,307千円

営業外費用の主要項目 

支払利息 21,099千円

※3 特別利益の内訳 

投資有価証券 

売却益 
8,522千円

特別利益の内訳 

  

固定資産売却益 27,666千円

投資有価証券 

償還益 
13,000千円

特別利益の内訳 

固定資産売却益  

収用による移転 

補償金収入 
349,292千円

固定資産除却額  

建物及び構築物 △15,698千円

土地 △72,717千円

撤去費用 △28,100千円

未決算特別勘定 △27,666千円

計 205,107千円

投資有価証券 

売却益 
8,522千円

※4 特別損失の内訳 

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

――――― 

固定資産除却損  

建物 937千円

その他 

(工具器具及び備品) 
161千円

計 1,099千円

投資有価証券売却損 103千円

特別損失の内訳 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

 なお、固定資産圧縮損は代替資算

として取得した資産の取得価額から

直接減額した価額であります。 

――――― 

固定資産圧縮損  

建物 27,666千円

減損損失 14,221千円

特別損失の内訳 

 なお、固定資産圧縮損は代替資算

として取得した資産の取得価額から

直接減額した価額であります。 

――――― 

固定資産除却損  

建物 937千円

その他 

(工具器具及び備品) 
161千円

計 1,099千円

   

固定資産圧縮損  

建物 65,016千円

土地 99,039千円

計 164,055千円

投資有価証券売却損 103千円

 5 減価償却実施額 

有形固定資産 32,678千円

無形固定資産 1,420千円

減価償却実施額 

有形固定資産 30,009千円

無形固定資産 1,005千円

減価償却実施額 

有形固定資産 63,943千円

無形固定資産 2,457千円



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※6 ――――― 当中間会計期間において、以下の資

産グループについて減損損失を計上

いたしました。 

 当社は管理会計上の区分に基づく

グルーピングを行なっております。

ただし、賃貸不動産及び遊休資産に

ついては個別物件単位でグルーピン

グを行なっております。 

 上記の資産は遊休状態にあり、将

来の用途が定まっていないため、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額14,221千円を減損損失と

して特別損失に計上しております。

 なお、当資産の回収可能価額は正

味売却可能価額により測定してお

り、主に不動産鑑定士による鑑定評

価額に基づいて算定しております。

用途 場所 種類
減損損失
(千円) 

遊休資産 神奈川県
藤沢市 土地 5,134

遊休資産 千葉県
山武郡 土地 7,604

遊休資産 新潟県
湯沢町 土地 1,482

合計   14,221

――――― 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産及び無形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高
相当額 
(千円) 

機械及び 
装置 25,314 16,902 8,411

その他 
 (車輌及び 
 運搬具) 

6,744 1,461 5,282

その他 
 (工具器具 
 備品) 

50,204 16,870 33,334

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

107,934 51,530 56,403

合計 190,196 86,764 103,432

       

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
同左 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末残高
相当額 
(千円) 

建物 3,662 839 2,823

機械及び 
装置 51,240 12,039 39,200

その他 
 (車輌及び 
 運搬具) 

15,804 848 14,955

その他 
 (工具器具 
 備品) 

50,204 28,211 21,993

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

113,112 73,807 39,304

合計 234,022 115,746 118,276

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

建物 3,662 381 3,280 

機械及び
装置 65,562 21,669 43,892 

その他
 (車輌及び
 運搬具) 

6,744 1,535 5,208 

その他
 (工具器具
 備品) 

50,204 22,541 27,663 

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

113,112 62,496 50,615 

合計 239,284 108,624 130,660 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産及び無形固定

資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

一年内 38,146千円

一年超 65,286千円

計 103,432千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

一年内 46,204千円

一年超 72,071千円

計 118,276千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。 

一年内 45,011千円

一年超 85,648千円

計 130,660千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 19,669千円

減価償却費相当額 19,669千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 22,980千円

減価償却費相当額 22,980千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 42,129千円

減価償却費相当額 42,129千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

2. オペレーティング・リース取引 

―――――― 

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年以内 1,348千円

一年超 3,185千円

計 4,534千円

2. オペレーティング・リース取引 

―――――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  
  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり純資産額 671.80円 686.57円 683.20円 

１株当たり中間(当期)純利益 
又は中間(当期)純損失(△) 

△2.74円 8.03円 8.17円 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

― 8.01円 8.14円 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額

については、１株当たり

中間純損失が計上されて

いるため記載しておりま

せん。 

    

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失(△)(千円) 

△10,841 31,807 32,363 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△)(千円) 

△10,841 31,807 32,363 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 3,960,657 3,960,771 3,960,446 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳(株) 

      

 新株予約権 ― 10,541 11,458 

  普通株式増加数(株) ― 10,541 11,458 

希薄化効果を有しないため潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定

に含まれなかった潜在株式の概要 

平成15年12月18日定時

株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権付与方式) 

普通株式 59,000株

――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当社は所有する土地の一部を都市

計画道路補助第284・288号線(中央)

整備事業に伴う収用により以下のと

おり、土地売買及び物件移転補償契

約を締結しました。 

上記資産の譲渡が平成17年９月30日

迄に行われた場合には、平成17年９

月期において約230百万円を特別利

益に計上する予定であります。 

(1)譲渡先 江戸川区 

(2)譲渡資産 土地 

(3)譲渡金額 
349百万円(含物件

移転補償金) 

(4)契約締結日 平成17年３月25日 

(5)引渡期限 平成17年12月28日 

―――――― ―――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第49期) 

自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 
  

平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２２日

日本フォームサービス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本フォームサービ

ス株式会社の平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年１０月１日から

平成１７年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本フォームサービス株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、中間連結財務諸表提出会社は平成１７年３月２５日に江戸川区と収用による土地売買及

び物件移転補償契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 草 加 健 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２１日

日本フォームサービス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本フォームサービ

ス株式会社の平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１０月１日から

平成１８年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本フォームサービス株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成１７年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 尾 崎 隆 昌 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 草 加 健 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２２日

日本フォームサービス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本フォームサービ

ス株式会社の平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第４９期事業年度の中間会計期間（平成１６年１０月１日から

平成１７年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本フ

ォームサービス株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年１０月１日か

ら平成１７年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２５日に江戸川区と収用による土地売買及び物件移転補償契約を

締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 草 加 健 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２１日

日本フォームサービス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本フォームサービ

ス株式会社の平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第５０期事業年度の中間会計期間（平成１７年１０月１日から

平成１８年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本フ

ォームサービス株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１０月１日か

ら平成１８年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 尾 崎 隆 昌 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 草 加 健 司 
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